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１．はじめに

　板倉（1968）によると，日本の理科教育は，1872（明治５）年の学制に基づいて設定された小学校教則で，

近代科学の合理的な自然観の教育を教育内容として取り上げられたことが始まりとされ，その後，1886

（明治19）年の小学校令で理科という教科が設けられ今日まで続いているとされている。

　今日まで残っている教科理科の授業を左巻（2004）は３つのタイプに分けている１）。その中でも理科授

業の特徴的として，「実験を中心とした子どもの技能を重視した方法」をあげている。理科授業において，

観察・実験の場面は欠かせないものとなっており，左巻（2004）は実験・観察は特に大切とし，実験から

認識が深まるとしている。また，『小学校学習指導要領』（文部科学省，2017）でも，「見通しをもって観察・

実験を行う」と明記されている。観察・実験は授業内で自然の事象を体験できるよい機会であり，河輪

（2002）は「観察・実験は，自然認識の原点」とし，自然とかかわる体験を無藤（2008）は最も基本的な意

義あるものとしている。理科授業において，観察・実験の教育効果は大であるが，観察・実験のみでは

科学の理解や科学の面白さを子どもに伝えることはできないであろう。観察・実験以外の教材の開発や

授業方法の組み立ても観察・実験同様に大切である。身近にある自然の事象を観察・実験を交えてどの

ように子どもに教授するかが教師の力量のみせどころである。

　沖縄県は亜熱帯地域に属し，そこには生物の多様性がみられ，多くの固有種が存在する。この特異な

地域の生物相をどのように子どもたちにどのように教えるか，教師はどのような方略をもっているかが

大切である。沖縄の教師が特異な生物相を沖縄の子どもたちにどのように教えているか，また，これま

でどのように教えてきたかを調べる必要があると考える。そこから，沖縄の教師の指導観や課題も見え

てくるかもしれない。

【実践報告】

沖縄の教師による生物領域授業の開発

－沖縄県立総合教育センターの研修報告を基に－

比嘉　　俊１

A Development of Class on Biological Area by Teachers in Okinawa
: Based on Study Report of Okinawa Prefectural Education Center

Takashi HIGA１

要　約

　沖縄県は亜熱帯地域に属し，その気候や生物相は日本本土と異なり，特有である。この特有な地域で，学校で

はどのような生物教育が目指されているかを報告する。報告の基になっているのは沖縄県立教育総合センターの

長期研修員による研究報告書である。昭和47年度から平成28年度までの研究報告179点を俯瞰した。その結果，小

学校教員の報告数の多さ，教材開発研究の多さ，授業実践の少なさ，沖縄固有種扱いの少なさが明らかになった。

また，研修員研究の流れは，基礎研究，教材開発，教育方法と推移してきた。さらに，授業実践も近年は行われる

ようになってきた。沖縄の子どもたちにより還元できる研究になってきているのだが，沖縄固有を教材とした実

践が少ない。今後の沖縄の生物教育を鑑みると地域の素材を活かした教材や授業展開がもっと増えるとよいと考

える。

キーワード：沖縄県立教育センター，生物教育，教材
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２．目的と方法

　⑴　目的

　本研究は，亜熱帯地域である沖縄県でどのような生物教育が行われてきたかを調査する。調査の

視点として，①教師がどこに力点を置いて生物教育を指導したか，②題材として沖縄の固有のもの

を取り上げたか，③経年による変化があったのかを調査する。

　⑵　方法

　これまで沖縄の教員がどのような生物教育を行ってきたかを調査するために，沖縄県の全教員を

対象とすると，かなり労力が必要と考える。そこで，沖縄県立総合教育センター２）（以下　教育セン

ター）に収蔵されている長期研修員の研究報告書からどのような生物教育がなされたかを調査する。

この研究報告書は研修員の報告物であるため，日常で一般的に行われている授業よりはより質が高

いものと推測できる。

３．結果と考察

　教育センターに収蔵されている研修員による研究報告は全部で179点存在した。昭和47年度から平成

28年度までの44年分の研究報告をみることができた。しかし，昭和48年度と昭和46年度以前の研究報告

書は確認できなかったので，全報告を網羅したとはいえない。各年度による生物領域の研究報告数は以

下のようになった（表１）。

　報告数に若干の差があるのは，その年度に生物領域の研究を希望している研修員の数によることが一

つ目の原因と考える。年度によっては，化学領域などの理科の他領域の研修員が多く，その年度には生

物の研究報告の数は少なくなっていた。報告数の変動のもう一つの原因として考えられるのは，研修員

の数である。沖縄県が研修員確保の予算を多くつけた年には，研修員の数が増え，報告数も増えていた。

　⑴　校種

　校種別による報告数をみてみると次のグラフ１の

ようになった。小学校が96点，中学校45点，高等学校

38点であった（表２）。この報告数に有意差があるか

カイ二乗検定にかけたところ，χ２（２）=33.601となっ

た。小学校の報告数は中学校，高等学校の報告数より

優位に多いことが明らかになった。また，中学校，高

等学校の報告数には有意差はみられなかった。

　平成29年５月１日で沖縄県に採用されている教員

数をみると， 小学校6,235名，中学校3,768名，高等学

校3,590名となっていた３）。沖縄県内校種別教員数も

同様にカイ二乗検定にかけたところ，ここでも，小学

校の教員数が中学校，高等学校より優位に多かった

表１　各年度の研究報告数

年度 S47 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62

報告数 ２ １ ３ １ ２ ３ ３ ３ ５ ６ ７ ８ ６ 12 ３

年度 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14

報告数 ９ ４ 13 ６ ９ ５ ８ ５ ５ ３ ２ ５ ２ ２ ３

年度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

報告数 １ ２ ４ ４ ２ ２ ２ ２ ３ ３ ２ ２ １ ２
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（p<.01）。第６学年まである小学校は，

児童総数が中学校，高等学校の生徒数

より多いと推測される。よって，小学

校の教員数が中学校，高等学校より多

くなる。母集団である小学校の教員数

が多いことにより，教育センターへの

研修員も小学校教員が多いと考える。その結果，生物の研究報告も多いのではないだろうか。

　小学校所属の研修員は生物以外の科学領域も研究対象として選択できる。そこで，小学校の理科

では，生物領域がどの割合で扱われているか調べてみた。教科書会社Ａ社の検定教科書を俯瞰した

ところ，Ａ社の検定教科書第３学年156ページ，第４学年184ページ，第５学年168ページ，第６学年

208ページとなっていた４）。これらのページ数における生物領域の割合は，第３学年で45.5％，第４

学年34.8％，第５学年34.5％，第６学年24.5％であった。理科の領域は物理・化学・生物・地学から

成り，単に平均のみでとらえると生物領域は25.0％となる。教科書での生物領域の扱いはこの25.0％

を若干超えている。また，小学校第１学年，第２学年には教科理科はなく生活科がある。この生活科

でも生物領域の研究報告がある。これらのことから，小学校では生物領域が理科学習として若干多

く扱われている可能性がある。これも小学校の研究報告数が多い理由の可能性にも成りえる。

　⑵　研究内容の分類

　今回，研修員の研究内容を「基礎研究」「教材開発」「教育方法」の３つカテゴリーに分けた。基礎

研究とは，科学的な手法で自然科学を探求している報告であった。このカテゴリーの研究結果は直

接授業で活用できないもので，教育というよりは科学研究に属する。例として，水草の光合成量を

測定している研究があったが，その装置は学校では用意することが困難なものであり，平素の授業

では使えない器具を使用した研究報告であった。教材開発は，授業で子どもたちに使える教材研究

であった。ワークシートの開発も教材作成に含めた。例えば，植物分類カードを作成し，それを使っ

て校内の植物の観察の報告があった。また，教育方法は，理科学習内容をより理解できる方法の立

案や思考力育成の授業方法であった。形成的評価の実践が例としてあげられる。

　179点の研究報告をこれらの３つのカテゴリーに

分け，カウントすると，右のようなグラフになった

（グラフ２）。教材開発が一番多く，99点あった。続い

て，基礎研究61点，教育方法19点であった。これらの

カテゴリー間に有意差があるか，カイ二乗検定にか

けたところ，χ２（２）＝53.681となった（表３）。また，

教材開発＞基礎研究＞教育方法の順でその有意差が

確認された（p<.01，表３）。教材開発がなぜ多いのか

は，この研究ではその原因について述べることはで

きない。しかし，教育方法が少ないということは，授

業づくりの研究が少ないということである。このこ

とは，沖縄の生物教育への負の影響が

懸念される。いくら素晴らしい教材が

存在しても，その教材を有効に活用で

きるか，も問われれてくる。また，学

習内容理解のためや質の高い思考のた

めにどのような授業展開をするのかも
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表２　校種間の検定結果

小学校 中学校 高等学校 χ２値

小 学 校 4.21＊ 4.29＊

33.601中 学 校 0.66NS

高等学校
＊

p<.01

表３　カテゴリー間の検定結果

基礎研究 教材開発 教育方法

基礎研究 2.93 ＊ 4.58＊

33.601教材開発 7.27＊

教育方法
＊

p<.01
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重要となってくる。教育方法がもっと多くてもよいような気もする。また，基礎研究は授業への直

接的な効果が期待できない。教育センターでの研究は授業へ還元できる研究が好ましいと考える。

但し，後述するが，基礎研究は教育センター創立初期に多く，その数は減ってきた。これらの３つの

カテゴリーは経年による変化が見られた（グラフ３）。

　グラフ３からも分かるように基礎研究は昭和47年から昭和63年まで多かった。その後，減ってい

き，平成９年からは存在しなかった。また，教材開発は昭和57年から登場し，その数は多くなった。

教材開発は現在でも多い。教育方法は平成６年までは散見される程度であった。しかし，近年は少

しずつ見られようになった。上記のグラフから，教育センターの研究報告は，基礎研究から教材開

発，教育方法へと流れがあるように思われる。換言すると，研究内容が科学的探究から教材論，授業

ストラテジーへと移り変わっている。自然科学の研究から，自然科学の研究成果をどう授業に盛り

込むかの教材開発へ移り，さらに，この教材をどのように使うかの授業設計へと変わっていった研

究の流れが読み取れる。

　⑶　授業実践の有無

　教育センターの研究は授業に活用できるものがよいと考えるので，これらの研究に授業実践があ

るかどうかも確認した。実践の有無によって，研究成果を授業と通して評価しているかも確認でき

る。実践有無を数えるとグラフ４のようになった。

実践有りが72点で，無しが107点であった。フィッ

シャーの正確確率検定（両側検定）にかけると，授

業実践無しが有意に多かった（p<0.05）。

　また，授業実践の有無の経年変化は次頁のグラフ

５のようになった。
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　ここで注目するのは，実践有りである。実践有りは，昭和47年付近まではゼロであるが，昭和55年

に登場し，その数は増えていった。他方，実践無しは平成15年以降ゼロとなった。このことから，教

育センターの研究は時がたつにつれ，実践を重視しているように思われる。カテゴリーの科学の基

礎研究から，教材開発への移り変わりもこの流れと同様と考える。

　⑷　亜熱帯固有教材

　沖縄県は亜熱帯地域に属し，生物相も日本本土とかなり異なり，特異である。このような地域に

は固有種が多く存在する。固有種は生物の地域教材としてかなり有効だと考える。そこで，教育セ

ンターで研究報告に沖縄固有の生物を教材にしているかどうかを確認した。固有種を教材として

扱っているのは18点でそうでない研究は161点となっていた。両者をフィッシャーの正確確率検定

（両側検定）にかけると，固有種を教材として使用した研究が有意に少なった多かった（p<.01）。

　教材としての固有種の扱いが少ないのは，残念である。しかし，研修員としては地域素材を活かし

た生物教育の研究よりも，日本本土をスタンダートとした生物教育を目指していた可能性もある。

４．まとめ

　本報告をまとめると，以下のようになる。

・小学校教員による生物教育の報告数が中学校，高等学校より有意に多かった。

・教材開発の研究報告が多かった。また，科学的基礎研究，教材開発，教育方法の流れで，研修員の研究

は推移していた。

・研究において，授業実践は有意に少なかった。しかし，近年は全ての研究において授業実践をも伴っ

ており，授業実践を重視している。

・沖縄の固有種を教材として扱っている研究は少なかった。

　教育センター研修員の研究は，基礎研究から教育方法に流れており，これはよりよい理科教育につな

がると考える。また，近年の授業実践の実施もそうである。しかし，この気候と生物相を活かした教材は

少ない。身近な教材から，地域を見つめることも理科教育にとって重要なことである。このような地域

教材が市民育成につながり，持続可能な社会の形成につながるのではないかと考える。

グラフ５　授業実践の経年変化
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